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令和５年度城里町公営企業会計決算審査意見書の提出について 

 

 

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された令和５年度公営企業

会計の歳入歳出決算及びその附属書類について審査したので、その結果について意見

書を提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和５年度城里町公営企業会計決算審査意見書 

 

第１　審査の概要 

 

１　審査の対象 

（１）令和５年度城里町水道事業会計決算 

（２）令和５年度城里町下水道事業会計決算 

（３）令和５年度会計証書類その他公営企業法施行令で定める書類  

 

２  審査の期日 

令和６年７月２６日（金） 

 

第２　審査の結果 

審査に付された令和５年度城里町公営企業会計（水道事業及び下水道事業）決算書、

損益計算書、剰余金計算書、剰余金処分計算書、貸借対照表及び政令で定めるその他

の書類（キャッシュ・フロー計算書、収益費用明細書、固定資産明細書及び企業債明

細書）について、諸帳簿並びに証拠書類と照合審査した結果、その計数は正確であり、

経営成績及び財政状況を適正に表示しているものと認められた。 

水道事業会計の決算は、次のとおりです。 

 

１　水道事業会計 

 

（１）決算の状況 

　収益的収入及び支出 

資本的収入及び支出 

 

 

 

 区　　　分 予算額 決算額 執行率

 事 業 収 益 614,825,000 円 621,362,308 円 101.06％

 事 業 費 用 656,825,000 円 618,731,468 円 94.20％

 区　　　分 予算額 決算額 執行率

 事 業 収 入 260,549,000 円 183,442,400 円 70.41％

 事 業 支 出 666,090,000 円 447,491,642 円 67.18％



（２）経営状況 

総収益 582,588,551 円に対し、総費用 597,838,163 円で、差し引き 15,249,612 円

の当年度純損失となった。  

 

（３）財政状況 

資産 6,353,661,468 円に対し、負債 4,527,993,985 円、資本金 650,861,065 円、

剰余金 1,174,806,418 円となっている。 

ア　資産 

資産は、固定資産 5,552,256,510 円及び流動資産 801,404,958 円で構成され、

固定資産は有形固定資産 5,444,037,652 円、無形固定資産 108,201,948 円、投資

16,910 円を合算した額である。 

流動資産は、現金預金629,529,874円、未収金129,365,982円、貯蔵品4,409,102

円及び前払金 38,100,000 円を合算した額である。 

イ　固定負債 

 　固定負債は 2,743,049,773 円で、その構成はすべて企業債である。 

ウ　流動負債 

流動負債は 305,434,636 円で、その構成は、企業債 234,771,856 円、未払金が

65,356,671 円（営業未払金 46,577,671 円、その他未払金 18,779,000 円）、引当

金 4,346,000 円及び預り金 960,109 円である。 

エ　繰延収益 

繰延収益は、1,479,509,576 円で、その構成は、長期前受 4,005,280,297 円、

収益化累計額△2,525,770,721 円である。 

オ　資本金 

資本金は、650,861,065 円である。  

カ　剰余金 

剰余金は、1,174,806,418 円で、資本剰余金 1,743,410 円及び利益剰余金

1,173,063,008 円である。 

資本剰余金は、国庫補助金 730,302 円、一般会計補助金 318,969 円、一般会計

負担金 34,394 円、工事負担金 659,745 円である。 

利益剰余金は、減債積立金 38,900,000 円、建設改良積立金 46,053,815 円及び

当年度未処分利益剰余金 1,088,109,193 円である。 

 

 

 

 



（４）施設の利用状況 

 

（５）財政分析比率 

 

 

２　下水道事業会計 

 

（１）決算の状況 

　収益的収入及び支出 

資本的収入及び支出 

 

 項目 比率 算出基礎

 
負　荷　率 83.37％

１日平均配水量　6,095 ㎥ 

１日最大配水量　7,311 ㎥

 
施設利用率 54.53％

１日平均配水量　6,095 ㎥ 

１日配水能力　11,177 ㎥

 
最大稼働率 65.41％

１日最大配水量　7,311 ㎥ 

１日配水能力　11,177 ㎥

 項目 比率 算出基礎

 
自己資本構成比率 52.02％

資本金+剰余金+評価差額等+繰延収益  

負債資本合計

 
固定資産対長期資本比率 91.80％

固定資産 
資 本 金 +剰 余 金 +評 価 差 額 等 
+ 固 定 負 債 + 繰 延 収 益

 
流動比率 262.38％

流動資産 

流動負債

 
経常収支比率 97.34％

経常収益 

経常費用

 
企業債元金償還金対減価償却額比率 120.85％

建設改良のための企業債元金償還金 

当年度減価償却費－長期前受金戻入

 区　　　分 予算額 決算額 執行率

 事 業 収 益 1,028,567,000 円 1,036,406,350 円 100.76％

 事 業 費 用 1,028,567,000 円 994,843,444 円 96.72％

 区　　　分 予算額 決算額 執行率

 事 業 収 入 702,513,000 円 544,990,350 円 77.58％

 事 業 支 出 1,055,752,000 円 843,059,796 円 79.85％



（２）経営状況 

総収益 1,007,666,059 円に対し、総費用 984,178,451 円で、差し引き 23,487,608

円の当年度純利益となった。 

 

（３）財政状況 

資産 19,721,441,413 円に対し、負債 16,488,111,389 円、資本金 3,023,806,390

円、剰余金 209,523,634 円となっている。 

ア　資産 

資産は、固定資産 19,347,498,450 円及び流動資産 373,942,963 円で構成され、

固定資産は有形固定資産 18,845,520,374 円、無形固定資産 501,970,066 円及び投

資 8,010 円を合算した額である。 

流動資産は、現金預金 248,250,930 円、未収金 89,402,033 円及び前払金

36,290,000 円を合算した額である。 

イ　固定負債 

 　固定負債は 5,724,575,075 円で、その構成はすべて、企業債である。 

ウ　流動負債 

流動負債は 638,304,322 円で、その構成は、企業債 526,855,975 円、未払金が

106,226,347 円（営業未払金 58,293,571 円、営業外未払金 1,009,513 円及びその

他未払金 46,923,263 円）、引当金 5,222,000 円である。 

エ　繰延収益 

繰延収益は、10,125,231,992 円で、その構成は、長期前受金 10,804,570,705

円、収益化累計額△679,338,713 円である。 

オ　資本金 

資本金は、3,023,806,390 円である。  

カ　剰余金 

剰余金は、209,523,634 円で、資本剰余金 116,456,812 円及び利益剰余金

93,066,822 円である。 

資本剰余金は、国庫(県)補助金 116,456,812 円である。 

利益剰余金は、当年度未処分利益剰余金 93,066,822 円である。 

 

 

 

 

 

 



（４）施設の利用状況 

 

（５）財政分析比率 

 

 

第３　審査の意見 

 

　１　水道事業 

令和５年度は、主な事業として老朽管更新事業を錫高野地区、増井地区他におい

て施工した。 

水道料金の未収金は、減少傾向にあるものの町民負担の公平性・公正性の確保を

図る観点から新たな未収金の発生防止に努めるとともに、未納者個々の状況に応じ

たきめ細かい納税相談を行うなど、さらなる縮減に努められたい。 

また、給水する水量と料金として収入のあった水量の比率を示す有収率が改善し

つつあるものの 75.28％と低く、浄水処理の生産性が低いことがうかがえる。 

今後も厳しい企業経営が予想されるので、有収率低下の原因究明及び有収率向上

対策を検討し、供給単価を考慮し給水原価の抑制に努めるとともに、独立採算性を

基本とした適正な水道料金体系による健全な企業経営に努められたい。 

 

 項目 比率 算出基礎

 
施設利用率 54.79％

晴天時１日平均処理水量　1,617 ㎥ 

晴天時１日処理能力　2,951 ㎥

 
最大稼働率 67.10％

晴天時１日最大処理水量　 1,980 ㎥ 

晴天時１日処理能力　 2,951 ㎥

 項目 比率 算出基礎

 
自己資本構成比率 67.74％

資本金+剰余金+評価差額等+繰延収益  

負債資本合計

 
固定資産対長期資本比率 101.39％

固定資産 
資 本 金 +剰 余 金 +評 価 差 額 等 
+ 固 定 負 債 + 繰 延 収 益

 
流動比率 58.58％

流動資産 

流動負債

 
経常収支比率 102.39％

経常収益 

経常費用

 
企業債元金償還金対減価償却額比率 192.95％

建設改良のための企業債元金償還金 

当年度減価償却費－長期前受金戻入



　２　下水道事業 

令和５年度は、主な事業として流域関連公共下水道事業として増井地区の管渠新

設工事及びマンホールポンプ設置工事のほか、ストックマネジメント計画に基づく

修繕・改築計画を策定した。 

令和４年度から地方公営企業法による公営企業に移行し２年目を迎えたが、今後

人口減少が急速に進む中で、水道事業同様に今後も厳しい企業経営が予想されるの

で、地方財政法第６条に基づく「独立採算制の原則」の理念のもと、あらゆる対策

を講じ、将来を見据えた健全な企業経営に努められたい。 

 


